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い ち き 串 木 野 市

補 正 予 算 の 概 要
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（単位：千円）

既 定 予 算 額 補 正 予 算 額 計 摘 要

16,891,713 341,071 17,232,784

3,873,334 0 3,873,334

3,766,846 0 3,766,846

516,208 0 516,208

25,048,101 341,071 25,389,172

（単位：千円）

既 定 予 算 額 補 正 予 算 額 計 摘 要

収 入 687,059 0 687,059

支 出 659,132 0 659,132

差 引 27,927 0 27,927

収 入 316,249 0 316,249

支 出 598,990 0 598,990

差 引 ▲ 282,741 0 ▲ 282,741

収 入 568,923 0 568,923

支 出 540,600 0 540,600

差 引 28,323 0 28,323

収 入 277,329 0 277,329

支 出 449,420 0 449,420

差 引 ▲ 172,091 0 ▲ 172,091

下

水

道

事

業

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

合 計

会 計 名

公 営 企 業 会 計 補 正 予 算 比 較 表

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

資 本 的 収 支

水

道

事

業

収 益 的 収 支

令 和 ５ 年 度 一 般 会 計 ・ 特 別 会 計 補 正 予 算 比 較 表

介 護 保 険 特 別 会 計

会 計 名

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
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（歳　入） （単位：千円,％）
補正（第３号）

金 額 構成比 金   額 金 額 構成比

1 2,936,283 17.4 0 2,936,283 17.0

2 139,121 0.8 0 139,121 0.8

3 1,013 0.0 0 1,013 0.0

4 10,507 0.1 0 10,507 0.1

5 9,105 0.1 0 9,105 0.1

6 40,948 0.2 0 40,948 0.2  法人事業税交付金

7 748,519 4.4 0 748,519 4.4

8 8,001 0.1 0 8,001 0.1

9 22,893 0.1 0 22,893 0.1

10 5,000,000 29.6 0 5,000,000 29.0

11 4,000 0.0 0 4,000 0.0

12 35,379 0.2 0 35,379 0.2

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金 239,117

生活保護適正実施推進事業費 1,253

かごしまの農業未来創造支援事業費 8,753

ふるさと寄附金基金繰入金 51,000

19 80,000 0.5 29,948 109,948 0.6 前年度繰越金 29,948

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 8,000

ふるさとゆかりの偉人マンガの製作と活用事

業助成金 3,000

16,891,713 100.0 341,071 17,232,784 100.0

一 般 財 源 9,363,912 55.4 29,948 9,393,860 54.5

特 定 財 源 7,527,801 44.6 311,123 7,838,924 45.5

自 主 財 源 6,816,593 40.4 91,948 6,908,541 40.1

依 存 財 源 10,075,120 59.6 249,123 10,324,243 59.9

00.232,593 0.232,593

2,135,774 12.6国 庫 支 出 金 240,370 2,376,144

分担金及び負担金

13.8

市 税

地 方 譲 与 税

0 647,748 3.8

1,307,491 7.7 8,753 1,316,244 7.6

124,659 0.7

令和５年度　一般会計補正予算（第３号）構成表

合 計

地 方 特 例 交 付 金

補 正 の 内 容款
既 定 予 算 額

利 子 割 交 付 金

株式等譲渡所得割
交 付 金

地 方 消 費 税
交 付 金

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

配 当 割 交 付 金

法 人 事 業 税
交 付 金

地 方 交 付 税

環 境 性 能 割
交 付 金

繰 越 金

647,748 3.8

15 県 支 出 金

17 寄 附 金

16

18

財 産 収 入

繰 入 金

区 分

一 般 財 源

区 分

自 主 財 源

歳 入 合 計

14

21 市 債

20 諸 収 入 11,000 135,659 0.8

2,001,002 11.9

1,445,862 8.6 51,000 1,496,862

0 2,001,002

13 使用料及び手数料 160,815 1.0 0 160,815

8.7

11.6

0.9
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（歳　出） （単位：千円,％）
補正（第３号）

金 額 構成比 金 額 金 額 構成比

脱炭素ロードマップ策定事業 11,972

企業の誘致促進及び育成補助金 51,710

住民税非課税世帯に対する重点支援給付金事業 128,556

介護施設等物価高騰対策支援事業 7,264

保育所等給食支援事業 4,227

生活保護システム改修事業 2,506

医療機関物価高騰対策支援事業 12,694

かごしまの農業未来創造支援事業（産地づくり対策）

補助金 13,129

エネルギー経費負担軽減支援給付金事業 81,373

ＬＰガス料金負担軽減支援補助事業 18,000

ふるさとゆかりの偉人マンガ製作事業 3,234

土木事業補助金 2,500

語学指導外国青年招致事業 ▲ 94

小学校空調設備整備事業 4,000

12 公 債 費 2,098,399 12.4 0 2,098,399 12.2

13 予 備 費 10,000 0.1 10,000 0.1

16,891,713 100.0 341,071 17,232,784 100.0

0.8

補 正 の 内 容

衛 生 費 2,324,938 13.8 12,694 2,337,632 13.6

63,682 1,705,711

10

1 議 会 費 144,708 0.8 0 144,708

7 商 工 費 2,728,740 16.1 102,607

5.5

9 消 防 費 603,188 3.6 0 603,188

3.0

教 育 費 952,725 5.6 3,906 956,631

2,500

2,831,347

3.5

16.4

0.1

13,129

合 計

歳 出 合 計

款
既 定 予 算 額

2

3

502,037

民 生 費

515,166

27.1

土 木 費 1,298,631 7.7

9.9

4,524,248 26.8 142,553

3.0

1,301,131 7.5

総 務 費 1,642,029 9.7

4

0.3

4,666,801

6 農林水産業費

8

11 災 害 復 旧 費 46,200 0.3 0 46,200

5 労 働 費 15,870 0.1 0 15,870
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（単位：千円,％）
補正（第３号）

金 額 構成比 金 額 金 額 構成比

住民税非課税世帯に対する重点支援給付金事業 2,977

保育所等給食支援事業 111

エネルギー経費負担軽減支援給付金事業 2,226

語学指導外国青年招致事業 ▲ 660

住民税非課税世帯に対する重点支援給付金事業 120,000

計 8,561,371 50.7 124,654 8,686,025 50.4

脱炭素ロードマップ策定事業 11,972

住民税非課税世帯に対する重点支援給付金事業 5,579

保育所等給食支援事業 55

生活保護システム改修事業 2,506

エネルギー経費負担軽減支援給付金事業 257

ふるさとゆかりの偉人マンガ製作事業 3,234

介護施設等物価高騰対策支援事業 7,264

保育所等給食支援事業 4,061

医療機関物価高騰対策支援事業 12,694

エネルギー経費負担軽減支援給付金事業 78,890

ＬＰガス料金負担軽減支援補助事業 18,000

語学指導外国青年招致事業 566

計 5,108,429 30.2 145,078 5,253,507 30.4

計 2,191,530 12.9 0 2,191,530 12.7

企業の誘致促進及び育成補助金 51,710

かごしまの農業未来創造支援事業（産地づくり対策）

補助金 13,129

土木事業補助金 2,500

小学校空調設備整備事業 4,000

計 1,020,383 6.1 71,339 1,091,722 6.4

10,000 0.1 10,000 0.1

16,891,713 100.0 341,071 17,232,784 100.0

2.3

一般会計補正予算（第３号）性質別比較表

普 通 建 設 事 業 費 974,183 5.8 71,339

10.4

公 債 費

維 持 補 修 費 400,740 2.4

繰 出 金 1,000,697 5.9

投資・出資・貸付金 171,905

120,000 3,551,061

2,098,399012.4

0 400,740

1.0 0 171,905 1.0

1,798,617

歳 出 合 計

0 1,000,697 5.8

投

資

的

経

費

義

務

的

経

費

人 件 費 3,031,911 18.0

補 助 費 等 1,677,142

物 件 費
消

費

的

経

費

3,431,061

2,098,399

0.3

合 計

予 備 費

区 分
既 定 予 算 額

4,654 3,036,565 17.6

1,045,522

災 害 復 旧 事 業 費 46,200 0.3 0 46,200

6.1

3,030,547 17.9 23,603 3,054,150

5.9

17.7

9.9 121,475

補 正 の 内 容

扶 助 費 20.3 20.6

そ

の

他

の

経

費

積 立 金 1,018,928 6.0 0 1,018,928

12.2
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◎ 一般会計 ６月補正予算の概要

【歳入】

既定額 補正額 計

14 国庫支出金 ① 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（新規） 0 239,117 239,117

(2) 国庫補助金 財政課 予算書ｐ６

① 総務費国庫補助金

○

○ 充当事業

(1) 千円

千円

(1) 千円

(2) 千円

(3) 千円

(4) 千円

(5) 千円

千円

千円

18 繰入金 ① ふるさと寄附金基金繰入金（追加） 財政課 予算書ｐ６ 865,311 51,000 916,311

(1) 基金繰入金 ６月補正に伴うふるさと寄附金基金からの繰入額の追加。

③ ふるさと寄附金 ○ 充当先

基金繰入金 (1)

(2)

(注）国庫・県支出金等の説明は、歳出ページに記載。

【歳出】 （単位：千円）

既定額 補正額 計

２ 総務費 ① 脱炭素ロードマップ策定事業（新規） 企画政策課 予算書ｐ８ 0 11,972 11,972

(1) 総務管理費 〇

⑨ 企業立地対策費 〇

〇

② 企業の誘致促進及び育成補助金（追加） 企画政策課 予算書ｐ８ 6,566 51,710 58,276

〇

〇

〇

・

・

事 業 内 容 等

設備投資促進補助：50,000千円　プリマハム㈱

51,710千円（補助金）

特 定 財 源 ： ふるさと寄附金基金繰入金51,000千円

給水装置設置補助：1,710千円　プリマハム㈱

医療機関物価高騰対策支援事業

エネルギー経費負担軽減支援給付金事業

事 業 費 ：

計

55,500千円

(既充当額)

ＬＰガス料金負担軽減支援補助事業

事　業　名　・　主　な　施　策　の　内　容　等

企業の誘致促進及び育成補助金

事 業 費 ：

補 助 内 容 等

(増減）

51,000千円

51,000千円916,311千円

4,500千円

地域の省エネルギー・脱炭素の推進や再生可能エネルギー導入促進などによる
「2050年二酸化炭素排出ゼロ」に向けたロードマップ（計画）の策定などを行う。

款　・　項　・　目 事　業　名　・　主　な　施　策　の　内　容　等

款　・　項　・　目

110,561

860,811千円

（単位：千円）

保育所等給食支援事業 4,000

860,811千円

865,311千円

(補正後充当額）

（充当額）

239,117

低所得世帯支援枠分以外

介護施設等物価高騰対策支援事業

合計

11,000

小計

75,000

14,000

6,561

-　千円

11,972千円（委託料）

特 定 財 源 ： 雑入8,000千円

小計 128,556

その他

【二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（補助率：3/4）】

「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」（以下「重点交付金」とい
う。）は、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に
対し、地域の実情に合わせて必要な支援をきめ細やかに実施する地方公共団体
の取り組みにより重点的・効果的に活用されるよう令和４年９月に創設されたもの
で、「低所得世帯支援枠」は、低所得世帯への支援のために今回措置されたもの。

低所得世帯支援枠分 （充当額）

住民税非課税世帯に対する重点支援給付金事業 128,556

重点交付金   239,117千円（うち低所得世帯支援枠分   128,556千円）　 

交付限度額　
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【歳出】 （単位：千円）

既定額 補正額 計款　・　項　・　目 事　業　名　・　主　な　施　策　の　内　容　等

３ 民生費 ① 住民税非課税世帯に対する重点支援給付金事業（新規） 0 128,556 128,556

（1） 社会福祉費 福祉課 予算書ｐ８
① 社会福祉総務費 〇

〇

〇

・
次の①、②の約4,000世帯
①　住民税非課税世帯等

　ア　非課税世帯　約3,700世帯
　イ　１月２日以降の非課税転入世帯等　約250世帯
②　家計急変世帯

・
１世帯当たり　一律３万円

③ 老人福祉費 ① 介護施設等物価高騰対策支援事業（新規） 長寿介護課 予算書ｐ８ 0 7,264 7,264

〇

〇

〇

・

・

・

３ 民生費 ① 保育所等給食支援事業（新規） 子どもみらい課 予算書ｐ９ 0 4,227 4,227

（2） 児童福祉費 〇

② 児童運営費 〇

〇

３ 民生費 ① 生活保護システム改修事業（新規） 福祉課 予算書ｐ９ 0 2,506 2,506

（3） 生活保護費 〇

① 生活保護総務費 〇

〇

４ 衛生費 ① 医療機関物価高騰対策支援事業（新規） 健康増進課 予算書ｐ９ 0 12,694 12,694

（1） 保健衛生費 〇

① 保健衛生総務費 〇

〇

・

・

・

６ 農林水産業費 ① かごしまの農業未来創造支援事業（産地づくり対策）補助金（新規） 0 13,129 13,129

（1） 農業費 農政課 予算書ｐ９

③ 農業振興費 〇

〇

〇

・

補 助 額 ： 入所者１人当たり（令和５年７月１日時点）16,000円

申 請 期 限 ： 令和５年９月30日

　　 エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けて家計が急変し、①の非
　　 課税世帯と同様の事情にあると認められる世帯（約50世帯）

補 助 対 象 ： ９施設

事 業 内 容 等

品質や作業効率向上のため、川北果樹加温組合が行う暖房機及びファーム荒川
が行うコンバインの導入に対し補助を行う。

補 助 対 象 ：

負 担 割 合 ： 県1/3、市1/6、農業者1/2

事 業 費 ： 12,694千円（補助金）
特 定 財 源 ：

特 定 財 源 ：

2,506千円（委託料2,506）

給食の提供に必要な食材費等の高騰の影響を受けている保育所等に対して、栄
養バランスや量を保った従前どおりの給食等の実施が確保されるよう必要な支援を
行う。

事 業 費 ：

総務費国庫補助金4,000千円

民生費国庫補助金1,253千円（補助率：1/2）

総務費国庫補助金11,000千円

　    ※　ただし、課税世帯の税扶養に入っている被扶養者のみからなる世帯を除く。

総務費国庫補助金6,561千円

特 定 財 源 ： 総務費国庫補助金128,556千円
事 業 内 容 等

事 業 費 ：

給 付 額

13,129千円（補助金）

特 定 財 源 ： 農林水産業費県補助金8,753千円（補助率：導入経費の1/3）

補 助 額 ：

申 請 期 限 ：

16医療機関

事 業 内 容 等

入院患者１人当たり（令和５年７月１日時点）22,000円

令和５年９月30日

生活保護基準の見直し等に伴い、生活保護システムの改修を行う。

事 業 費 ：

128,556千円（補助金120,000、人件費2,977、その他5,579）

　   が非課税の世帯等（約3,950世帯）

事 業 費 ：

事 業 費 ： 7,264千円（補助金）

エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う負担増を踏まえ、特に家計への影響
が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯等）に対し、重点支援給付金を支給す
る。

事 業 内 容 等

支 給 対 象 者

　　 基準日(令和５年６月１日）において世帯全員の令和５年度分の住民税均等割

4,227千円（補助金4,061、職員手当等111、需用費55）
特 定 財 源 ：

事 業 内 容 等

事 業 内 容 等

食事の提供に必要な食材費等が高騰する中、国が定める公定価格により経営を行
う必要がある介護施設等に大きな影響が生じていることから、介護施設等に対して
必要な支援を行う。

食事の提供に必要な食材費等が高騰する中、国が定める公定価格により経営を行
う必要がある医療機関に大きな影響が生じていることから、医療機関に対して必要
な支援を行う。

特 定 財 源 ：
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【歳出】 （単位：千円）

既定額 補正額 計款　・　項　・　目 事　業　名　・　主　な　施　策　の　内　容　等

７ 商工費 ① エネルギー経費負担軽減支援給付金事業（新規） 水産商工課 予算書ｐ９ 0 81,373 81,373

（1） 商工費 〇 81,373千円（補助金78,890、人件費2,226、その他257）

② 商工振興費 〇 総務費国庫補助金75,000千円

〇

・

・

円

円

円

円

円

・

② ＬＰガス料金負担軽減支援補助事業（新規） 水産商工課 予算書ｐ10 0 18,000 18,000

〇 18,000千円（補助金）

〇 総務費国庫補助金14,000千円

〇

・

・

④ 薩摩藩英国留学生 ① ふるさとゆかりの偉人マンガ製作事業（新規） シティセールス課 予算書ｐ10 0 3,234 3,234

記念館管理費 〇

〇

〇

８ 土木費 ① 土木事業補助金（追加） 都市建設課 予算書ｐ10 2,000 2,500 4,500

(2) 道路橋梁費 〇

② 道路新設改良費 〇

〇

公民館等が行う生活道路や生活排水路の整備に対して事業費の７割を補助する。

　生活道路整備、舗装補修

10 教育費 ① 語学指導外国青年招致事業（減額） 教育総務課 予算書ｐ10 10,230 ▲ 94 10,136

(1) 教育総務費 〇 ▲94千円（報酬▲660、負担金566）

⑤ 語学指導外国青年 〇

招致事業費 〇

10 教育費 ① 小学校空調設備整備事業（新規） 教育総務課 予算書ｐ11 0 4,000 4,000

(2) 小学校費 〇 4,000千円（工事費）

① 学校管理費 〇

〇

雑入3,000千円（B＆G地域海洋センター助成金）

補助対象者： ＬＰガス事業者

1～4人

5～9人

補助対象金額

事 業 内 容 等

令和５年７月24日から９月22日まで

500,000

受 付 期 間 ：

100人以上

郷土ゆかりの偉人「長沢鼎」を題材としたマンガを製作し、小中学校等における子ど
も達の郷土教育やキャリア教育に活用するとともに、記念館への誘客を図るための
ＰＲ活動にも活用する。

事 業 費 ：

2,500千円

2,500千円（補助金）

　－特 定 財 源 ：

法
人
 

従
業
員
数

特 定 財 源 ：

給 付 額

学級数の増に伴い、串木野小学校に空調設備を整備する。

次のア・イの条件※を満たすもの。
ア　中小企業者若しくは小規模事業者又はこれと同等と認められる者

イ　法人にあっては、本社又は本店の所在地を市内に有する者、個人事業者に
　　あっては、市内に住所を有する者で事業実態が確認できる者

　※ 市税の納付状況などその他の適格要件あり

　－

事 業 内 容 等

（予定地区名） (補助金額)

事 業 費 ：

事 業 費 ：

補 助 内 容 等

特 定 財 源 ：

語学指導外国青年（ＡＬＴ）の交代に伴う経費の調整。

事 業 内 容 等

　－

事 業 費 ：

特 定 財 源 ：

川北地区外

事 業 費 ：

事 業 内 容 等

特 定 財 源 ：

  (事業内容)

特 定 財 源 ：

3,234千円（委託料）

エネルギー価格が高騰する中、経営に苦慮している市内事業者に対し、経営安定
及び事業継続を図るため、給付金を支給する。

エネルギー価格高騰の影響による、家計負担の軽減を図るため、ＬＰガス事業者が
行うＬＰガス料金の減額分を支援する。

円

20～49人 200,000

事 業 内 容 等

市内の一般家庭用契約者１件につき、ＬＰガス料金１か月あたり1,000円（２か月最
大2,000円）を上限とする。

対象 給付金額

個人事業主
30,000

50,000

10～19人 100,000

50～99人 300,000

給 付 対 象 者

事 業 費 ：
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